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職場における地域と連携した保育支援―職場内ファミリーサポートの取り組み－ 

ガイドラインステップ 
キーワード

（6 つ以内） 

・保育支援 

・地域連携 

・ファミリーサポート 

・病院 

・医療従事者 

・女性 
１，２，３，４ 

改善・取組

みの背景と

課題 

本取り組みを行った東京女子医大では、女性医師や医療従事者の勤務継続と復

帰支援のための様々な組織体制が構築され、育児支援としては、病院附属保育所に

おいて、行政サービスの行き届かない保育（待機児を対象とした昼間保育、延長保育、

夜間保育、休日保育および病児保育など）を行ってきました。しかし施設型の支援体制

のみでは受け入れ可能な人数や支援内容が限定され、様々な状況に応じて就労する

医療従事者の支援としては充分とはいえませんでした。 

 そこで、医療従事者の勤務環境のさらなる改善のために、学内ファミリーサポートシステ

ムを構築し、地域の方を中心とするファミリーサポーター（提供会員）を募集し、学内医療

従事者（依頼会員）の子どもの保育園への送迎やその前後のお預かり、急病時や学童

の放課後のお預かり、あるいは家事や介護など細やかな支援をしていただくことにより、勤

務を中断しなくて済む体制を整えることとしました。 

 

 加えてファミリーサポーター（提供会員）の方々に対しては、小児救急に対する知識、病

児に対する保育看護の技能などの講習会を開催し、地域全体の育児能力の向上を図

ること、さらに、医学生や医療福祉関連の専門学生などのファミリーサポーター（提供会

員）の方には、ロールモデルを身近に感じていただき、将来の勤務継続の意志や具体的

なイメージを培うことを期待し、本ファミリーサポートシステムを構築するに至りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善・取組

みの着眼点 

行政で既に整備が進んでいるファミリーサポートセンターに着眼し、その組織を職場内

で構築しようと考えました。ファミリーサポートセンターは働く人々の仕事と子育てまたは介

護の両立を支援する目的から、労働省（当時）が構想し、設立が始まりました。地域に

おいて育児や介護の援助を受けたい人（依頼会員）と行いたい人（提供会員）が会員と

なり、育児や介護について助け合う会員組織です。平成 26 年度は「保育緊急確保事

業」として市町村が設立運営を行っています。  

職員の中には地域のファミリーサポートセンターの利用を希望しているものがいました

が、地域のファミリーサポートセンターでは依頼会員の数に対して提供会員の数が極端に

少なく、充分な支援を受けられない状況にありました。そこで職場内にファミリーサポートを

立ち上げ、育児支援を担う提供会員を育成し、職員の勤務環境を改善すると同時に、

大学と地域の連携、大学の社会貢献として、地域の育児力の向上を目的としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善・取組

みの概要 

NPO 団体に業務委託し、学内に専属の常勤コーディネーターを配置していただいて運

営しています。運営にあたっては「女子医大ファミリーサポート会則」を作成した他、事業

が効率的かつ円滑に進むように運営委員会を設置しています。業務は以下の通り。 

（１）会員の募集、登録その他の会員組織業務 

（２）相互援助活動の調整等 

（３）会員に対して相互援助活動に必要な知識を付与するために行う講習会の開催 

（４）会員の交流を深め、情報交換の場を提供するための交流会の開催 

（５）室員らが定期的な情報交換を行うための調整会議の開催 

（６）関係機関等による情報交換、連携を図るためのネットワーク会議の開催 

（７）定期的な広報誌を発行する等広報業務 

（８）他機関との連携業務   次ページは事業の概要図と内容です。 

 

 

 

 

 



写真・図表・ 

イラスト 

 

効  果 

事業を開始した 2011 年度から 2013 年

度までの支援実施件数は右図の通りで

す。黄が 2011 年度、青が 2012 年度、

赤が 2013 年度です。年々支援数が増

加していることから、本事業を導入した効

果があると考えています。また、提供会員

である地域の方からも、医療従事者の実

情や現在の子育てついて理解が深まった

などのご意見をいただいています。 

この GPS の

経験から学

ぶことができ

るポイント 

本事業では立ち上げから 2 年半後を育児支援の開始予定としました。事業開始前は

職場での「ファミリーサポート」自体の認知度が低かったため、初年度は広報を兼ねたアン

ケート調査を行い、事業の周知を行いました。翌年は安全安心な支援ができるよう、ま

た、提供会員の人数をある程度確保できるように、もっぱら提供会員の育成を行いまし

た。そして 3 年目に依頼会員を募集し支援を開始しました。このように十分に準備期間

をとったことが、その後の円滑な事業推進や、有効な支援に繋がっています。 

また地域のファミリーサポートセンターと連携したり、町内会に広報したことにより、地域か

らの暖かなご協力をいただきました。また、本学のように職場で新たに事業を立ち上げなく

ても、既存の地域のファミリーサポートセンターを職員が利用しやすくなるような連携の方

法を検討し、職場が地域づくりの一端を担うなど様々な取り組みが可能と考えます。 
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